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令和５年２月１７日 

日本下水道事業団 

 

遠隔臨場を一層推進 ～本格実施に向け実施要領（案）策定へ～ 

 

令和 4 年度に「建設 DX 推進重点プロジェクト」を決定し、積極的に建設現場の遠

隔臨場に取り組むとともに、試行結果を評価したうえで、今年度中に実施要領を制

定するなど JSの遠隔臨場の取組について、広く周知を行っていきます。 

 

日本下水道事業団（ＪＳ）では、建設 DX の推進に取り組むため、建設現場におけ

る遠隔臨場については、「建設現場の遠隔臨場に関する試行要領（案）」に基づき、令

和 3年度に一部の工事で試行を行いました。 

試行した工事において評価を行った結果、受注者及びＪＳの双方に現場までの移動

時間や立会等の待ち時間の短縮等工程管理に関する効果が見られた一方で、通信環境

等の課題も確認できました。 

 

このような状況を踏まえ、令和 4年度は、「建設 DX推進重点プロジェクト」を選定

し、遠隔臨場の試行対象を拡大するとともに、新たなツール等を活用し、上記課題へ

の対応や品質の向上等施工管理の高度化を目指した取り組みを行っているところで

す。具体的な取り組みとしては、少ない費用で地下部等の通信環境を改善するための

技術検証や工事写真の記録形式を拡大する運用とする等遠隔臨場のしやすい環境整

備を進めています。 

また、遠隔臨場等建設 DXの推進を図るために、それらの実施が認められる工事は、

工事成績評定の加点を行うこととしています。 

ＪＳは、これまでの試行結果を踏まえ、「建設現場の遠隔臨場に関する実施要領（案）」

を今年度中に策定し、来年度以降本格実施していく予定です。 

 

（別紙 遠隔臨場の概要など） 
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Since 1972 
皆様とともに 50 年 



〇︓建設DX推進重点プロジェクト
建
設

令和4年度は、下の図のとおり、14道県61件を「建設DX推進重点プ
ロジェクト」と決定し、遠隔臨場を積極的に推進

遠隔臨場の機器構成(例) 国交省HPより

（別紙）

遠隔臨場とは、動画撮影⽤のカメラ（ウェアラブルカメラ等）により撮影し
た映像と音声をWeb 会議システム等を利⽤して「段階確認」、「材料確
認」と「⽴会」を⾏うもの

遠隔臨場による監督職員のPC画⾯(例)

■遠隔臨場とは ■建設DX推進重点プロジェクト

■遠隔臨場の監督職員PC画像

電⼦⼩⿊板

監督職員等



（別紙）
■R3年度試⾏の評価結果を踏まえたR4対応状況
＜アンケート結果＞
・受注者や監督職員の立会調整や立会待ち時間削減に有効
・使用機器、ソフトは、スマホやzoom等が多い
・最初は、デバイス機器等の操作や施工計画書の作成に
時間を要した

・現場条件によっては、音声が途切れたり、映像が不鮮明
になる場合があった

＜R4対応状況＞
・実施要領(案)には、施工計画書作成例や遠隔臨場の手順
がわかる資料を追加

・通信環境の悪い箇所の改善方策を継続して検証中
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臨場の日程調整に要する時間削減

監督職員待ち時間削減

段階確認等の作業の削減

受注者が効率化したと回答した項目
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電力線（仮設電源ケーブルでも可）
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※電力線通信

電力線通信（Power Line
Communication）とは、PLCと
いう通信機器をコンセントに
差し込むだけで電力線を通信
線として利用可。

地上部

通信環境が悪い箇所での改善方策（検証中の例）

工事写真に電⼦⿊板情報や鉄筋位置情報を重
ね合わせて保存することが可能
受注者は、鉄筋にマーカーの設置が不要にな
るなど労力が大幅に軽減

工事写真の形式を緩和（例：配筋検査）

（件）
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